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１ はじめに

近年、産業領域において産業保健スタッフ（医師・看

護師・保健師・心理職など）の活動の質の向上に向けて、

新任時に系統的な育成研修を行う必要性が指摘されてい

る。産業精神保健活動に関しても、メンタルヘルス対策

や過重労働対策など、個人情報保護と安全配慮義務のバ

ランスを取りながら、事業所内外の各部署・各職種と連

携して行う、高度な専門能力・技術を要する業務が増え

ており、産業保健スタッフの継続教育の充実が望まれて

いる。特に、新任期に社内での適切な育成・指導が受け

られない中規模事業所の産業保健スタッフの場合、これ

らの技能の習得は難しく、事業所への貢献が十分出来な

いばかりか、本人自身にとっても強い精神的ストレスと

なる恐れがある。また相談業務の心理職についても養成

過程において、現場での実習時間が比較的少なく、産業

看護職以上に社内での適切な育成・指導が必要である。

そこで、本研究では、①新任期の産業看護職・心理職

がどのような点に困難やストレスを感じているのか、今

後どのような知識・技術・能力の育成や支援環境を必要

と感じているか、特にメンタルヘルス不調事例への対応

や人事・労務・管理監督者等を含む多職種・多機関との

連携が必要な事例などについて、新任看護職・心理職を

対象に質問紙調査を行って、研修内容に関してのニーズ

を明らかにする。さらに、②その結果に基づいて、今後

の系統的な研修プログラムづくりに向けた考察を加える

こととした。

２ 調査研究方法

①質問票の作成：今までに推進センターで行われた研

究の成果を踏まえた上で、研究者の職種（産業看護師・

保健師職、産業医職、心理職等）のそれぞれの立場から

調査に有効な質問項目の取捨撰拓を行った。質問は属性、

メンタルヘルス業務について、メンタルヘルス組織・体

制づくり、メンタルヘルス研修のあり方について、対象

者本人のメンタルヘルス状況等であった。

②調査対象者：平成22年10月19日～12月31日の期

間に開催された産業保健推進センターおよび心理職関連

研修会の参加者であり、看護職・保健師、心理相談スタ

ッフ（臨床心理士、産業カウンセラー、心理相談担当者

等）、衛生管理者・人事労務スタッフを対象とした。都道

府県産業保健推進センター中40箇所の研修参加者2,154

名および日本臨床心理士会産業領域研修会参加者の528

名に対し質問票を配布、回収を行った。

３ 結果

有効解析データ数は1,447名であり、各質問項目につ

いて取得資格（看護師・保健師・産衛学会登録産業看護

師・臨床心理士・産業カウンセラー・THP相談員・衛生管

理者・その他）別に解析した。本調査項目は多岐にわた

っており得られる情報は多くあるが、特にメンタルヘル

スの対応に苦慮している点を取り上げ、それに即応する

ための研修マニュアル作成について検討を行った。

メンタルヘルスに関わる業務について取得資格別にお

ける業務内容20項目を実施する上で「困った経験がある」

と答えた者の人数割合の高率なものを表1に示した。「メ

ンタルヘルスに関する相談への対応」はすべての職種で

「困った経験がある」と答えており、次に衛生管理者、

その他を除く職種で、「受診の必要性のアセスメントと危

機対応」、「緊急性のアセスメントと危機対応」というメ

ンタルヘルスの疾病性という専門的な関わりについての

項目であった。さらに「パーソナリティ障害（人格障害）

が疑われるケースへの対応」、「現代型うつ病が疑われる

ケースへの対応」という最近のメンタルヘルス状況の中

で問題となっている項目について、産衛学会登録産業看

護師、保健師ならびに臨床心理士は60%、看護師、産業カ

ウンセラー、THP相談員は50%をこえる高い割合で「困っ



た経験がある」と答えていた。

４ 考察

メンタルヘルス活動において困った経験のある事例に

対し、適切に対応するために必要としていることは、大

きく３つの側面に分けることができる。第１は、＜職場

のメンタルヘルス知識＞や＜精神医学知識＞などの知識

的な側面である。第２は＜医療機関についての情報＞や

＜社内資源との連携＞、＜関係者による情報共有＞など

の情報や連携に関わる側面であり、第３は＜カウンセリ

ングスキル＞や＜関係者による事例検討＞などのスキル

や技法に関わる側面である。

一方、メンタルヘルス活動に能動的にかかわることが

できるようになるには、概ね３～５年の実務経験を経て、

現場における実践能力の土台ができたのちであることが

推察された。職場のメンタルヘルス研修の内容について、

特に産業保健スタッフに対しては＜カウンセリング技術

＞＜ケースマネジメントの手法＞＜社会資源とのネット

ワーク＞＜緊急対応（自殺予防を含む）＞の４項目を重

点的に研修に組み込んでいくことが有用と思われる。

以上のことより、メンタルヘルスケアにおける産業看

護職・心理職の育成研修を考えた場合、実務経験３～５

年を１つの境として、新任者（実務経験３～５年未満）

と経験者（３～５年以上）とを分け、メンタルヘルス

表１ ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ業務において困った経験の多かった項目
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心の健康づくり計画策定への参画 ○ ○ ○ ○ ○

相談体制整備への参画 ○ ○ ○ ○ ○

職場復帰支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定への参画 ○ ○ ○

人事労務担当者等からの情報収集 ○ ◎ ○ ○

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する相談への対応 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

受診の必要性のｱｾｽﾒﾝﾄと危機対応 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

緊急性のｱｾｽﾒﾝﾄと危機対応 ○ ◎ ○ ○ ◎ ○

ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害疑いｹｰｽへの対応 ○ ◎ ○ ◎ ○

現代型うつ病疑いｹｰｽへの対応 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○

医療機関への紹介・問い合わせ ○ ○

復職支援 ○ ○ ○ ○ ◎

ｽﾄﾚｽ調査等の実施

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ集団教育の企画・評価

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ集団教育の具体的準備・実施 ○

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する職場環境改善 ◎ ○

安全衛生委員会等への参画

上司への支援・連携 ○ ○ ◎ ○ ○

人事・労務への支援・連携 ○ ○ ○ ○

社内の産業保健ｽﾀｯﾌとの連携

個人情報保護と安全配慮義務の行動 ○ ○ ◎ ○ ○ ○

◎：60％以上が「有」と答えた ○：50～60％が「有」と答えた

活動を支える知識的な側面、情報や連携に関わる側面、

スキルや技法に関わる側面の３つの側面について、研修

を体系的に組み立てていくことが必要であり、研修内容

について表２に示す提言を行った。

表２ ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ支援・体制づくりに関する研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

産業領域におけるメンタルヘルスの基礎理解

○産業精神保健

・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する社会動向

・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する法制度

・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ関連疾病についての理解

・精神保健に関する社会資源

（提言）保健・医療業務に関わる者の役割には相談業務や調整的な

業務の比重が大きいので、ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの基礎知識として精神保健に関

連する社会資源や保健・医療を取り巻く環境についても考慮する。

○ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ体制・組

織の理解

・産業保健活動の推進体制

・産業保健に携わる職種

・事業主の義務と労働者の義務

・産業保健職の役割

・安全衛生事業計画と安全衛生委員会

1

（提言）重要な事は疾病性と事例性を混同しない視点である。その

ためには「不適応現象」を個人側の要因と職場側の要因の両面から

捉え、改善に向けた関係部門が三位一体となり相談者に関わる。

メンタルヘルスの予防

○一次予防

○二次予防

○三次予防

・ﾘｽｸｱｾﾙﾒﾝﾄの手法、快適職場づくり

・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽを含む相談の受入と適切なｱｾｽﾒﾝ

ﾄ、必要に応じた医療機関への受診推奨

・復職支援
2

（提言）産業保健活動の一環として取り組むこと。ｽﾄﾚｽ症状と身体

不調の愁訴に対応する窓口が整備されていること。ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関す

る良好な職場風土づくりやﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ不調予防に関する支援体制があ

ること。ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ活動は健康保持増進・予防対策であり疾病対策で

はないことを認識すること。

メンタルヘルス対応に有効なスキル

○社内・社外資源

との連携

・社内資源との連携のあり方

・社外資源についての知識と連携のあり方

（提言）事例対応において、管理監督者や人事労務担当者への支援

や連携、社外資源との連携は必須である。必要な対処や連携につい

ての教育・研修を十分に行う。

○ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞｽｷﾙの

習得・向上

・傾聴、ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ技法、ﾘｽﾅｰ研修

・組織心理学の理解

・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝのｽｷﾙｱｯﾌﾟ

3

（提言）「快適職場づくり」の推進にあたっては円滑なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

環境、良好な人間関係が重要である。「ﾘｽﾅｰ教育」は“労務管理”

の位置付けで展開することが望ましい。

ケースマネジメント（事例検討）

・ｱｾｽﾒﾝﾄと対応 ・社内規定、制度等の理解 ・法令ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ体制や方針を策定するﾌﾟﾛｾｽへの参画

・連携のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀとしての役割4

（提言）各職場で高頻度に見られるような事例に基づいたｹｰｽｽﾀﾃﾞ

ｨなどを行う。適切なｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰのもとで事例検討を重ねることが

効果的である。今後ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰの育成が急務である。

緊急対応（自殺予防を含む）

・緊急対応のｽｷﾙ･ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
5

（提言）一般のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ不調に関する支援方法の習得後に、より高

度な研修を実施することが望ましい。


